
知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況

（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋）

：第３回ヒアリング対象項目

（資料１参考）



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況①（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋） 【参考１－１】

教育コンテンツのデジタル化

６

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

総務省

「フューチャースクール推進
事業」の実証研究の請負先
と実証校が決定（８月６日公
表）し、実証校（全国小学校
10校）において情報通信環
境を構築するとともに、教員
研修を実施し、教育クラウド
によるデジタル教材（教科
書）の一元的提供等を含む
実証研究を開始。

・平成23年３月までにICTを利
活用した協働教育推進のため
のガイドラインを策定。
・平成23年度予算概算要求に
おいて、フューチャースクール
推進事業の実施校を拡充。
（29億円（平成22年度10億
円））

・デジタル教材を活用した指導方法の研究・開発。
・すべての学校でデジタル教科書（教科書準拠型デジタル
教材）やデジタル教材を活用した授業を実施。
・映像・画像等授業で使いやすいソフト（デジタル教材・素
材）のデータベースとしての集積・共有化、有効な活用方
法の検討（クラウド・コンピューティングの活用等）、教育情
報ナショナルセンター（NICER）の体制・機能の抜本的拡
充・強化。

・デジタル教科書・教材の教育効果、書籍一般の電子書籍化の動向等も
踏まえつつ、教科書・教材の電子書籍化、マルチメディア化を推進。
・児童生徒1人1台の各種情報端末・デジタル機器等の活用に向けた取組
を実施。

「フューチャースクール推進事業」を着実に推進。デジタル教
科書・教材コンテンツについては、本事業の中で、教育クラウ
ドにより、デジタル教材（教科書）を一元的に提供するととも
に、タブレットＰＣの活用方策としてデジタル教材のオールイン
ワン化、ネットワーク配信などを検討。

児童生徒１人１台の各種情報端
末・デジタル機器等によるデジタ
ル教科書・教材の充実に向けた取
組を実施。

9
教育コンテンツ
のデジタル化
（中期）

デジタル教科書・教材を始
めとする教育コンテンツの
充実を進める。

・今後の学校教育（初
等中等教育段階）の
情報化に関する総合
的な推進方策につい
て検討するため、「学
校教育の情報化に関
する懇談会」におい
て、デジタル教科書・
教材の在り方を含め
た学校教育の情報化
を戦略的かつ一体的
に推進する「教育の情
報化ビジョン（仮称）」
を策定し、ハード・ソフ
ト・ヒューマンの面から
関係府省と連携して、
総合的に情報通信技
術の活用を推進。
・既存のデジタル教科
書（教科書準拠型デ
ジタル教材）を普及促
進。
・文部科学省が提供
する教材等をデジタル
化。

文部科学
省

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度

・今後の学校教育（初等中
等教育段階）の情報化に関
する総合的な推進方策につ
いて検討するため、本年4
月、「学校教育の情報化に
関する懇談会」を設置。ここ
での議論等を踏まえ、本年8
月、デジタル教科書・教材
の在り方を含めた学校教育
の情報化を戦略的かつ一
体的に推進する「教育の情
報化ビジョン（骨子）」を策
定・公表。
・平成23年度概算要求にお
いて、デジタル教科書・教材
など情報通信技術を活用し
た教育の可能性に関する実
証研究等を行う「学びのイノ
ベーション事業」を要望中。

・本年秋を目途に3つのワーキ
ンググループ（①教員支援、
②情報活用能力、③デジタル
教科書・教材、情報端末）を設
置して議論を深め、本年度中
に「教育の情報化ビジョン」を
策定予定。

・「学びのイノベーション事業」
において、デジタル教科書・教
材や情報端末等について、学
校種、発達段階、教科に応じ
た教育効果や指導方法に関
する実証研究を実施するほ
か、NICERに関する機能・体制
の強化を図る。

2010年度

中期

2011年度

進捗状況

：第３回ヒアリング対象項目



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況②（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋） 【参考１－２】

地域発コンテンツ製作支援の強化、 NHKによる外部制作事業者の活用促進

７

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

総務省

・本年8月に地域コンテンツ
の海外展開に関する実証
実験の請負事業者を決定
し、実証実験を実施してい
るところ。

・「国際共同製作による地域
コンテンツの海外展開」とし
て平成２３年度概算要求に
計上された（4.5億円）。

・「デジタルコンテンツ力創
造事業」として平成２３年度
概算要求に計上された。

・地域協議会において製作さ
れた番組を１１月よりアジアを
中心として順次放送開始し
（～２月まで）、成果を取りまと
める予定。

・「コンテンツ海外展開促進コ
ンソーシアム （仮称）」の創設
に向けた準備を行うとともに、
平成２３年度予算成立後、早
期の執行に着手できるよう具
体的内容を検討していく。

・平成２３年度予算成立後、早
期の執行に着手できるよう具
体的内容を検討していく。

国土交通
省

ビジットジャパン地方連携事
業を実施し、地域のコンテン
ツの海外への発信を展開。

引き続き効果的な海外プロ
モーションの展開。

経済産業
省

今年度事業において各地
大学等と地域経済界が連
携による地域振興を目的と
した映像製作に関する取組
支援、そのノウハウをカリ
キュラムとして体系化を行っ
ているところ。

今年度事業で作成されたカリ
キュラムを活用することで、全
国各地で地域資源を活用した
映像制作による地域振興の取
組が進むよう支援を行う。

11
NHKによる外部
制作事業者の活
用促進(短期)

多様な番組が放送されるよ
うにする観点から、公共放
送機関であるNHKが外部制
作事業者（優れた若手作家
を含む。）の活用を促進する
ことを通じ、制作機会の創
出を図る。

総務省

NHKにおいて2011年度事業
計画等を策定しており、そう
した状況を注視しているとこ
ろ。

・2011年4月以降のＮＨＫのＢ
Ｓデジタル放送において外部
委託番組及び共同制作番組
の比率等が高まるようＮＨＫと
しての取組を促進。

2011年4月以降のＮＨＫのＢＳデジタル放送
において外部委託番組及び共同制作番組
の比率等が高まるようＮＨＫとしての取組を
促進。

観光促進も含めた地域発コ
ンテンツ製作支援を拡充す
る。

・地域のコンテンツ制作を支援するととも
に、日本のコンテンツを継続的に世界へ発
信する機会を創出するため、海外の放送時
間枠を確保し、コンテンツの海外展開の取
組を促進。
・各地域におけるデジタルコンテンツの整
備・流通基盤及び「地域コンテンツクラウド
（仮称）」の整備や「地域コンテンツプロ
デューサー（仮称）」の育成を含む「地域コ
ンテンツ力創造事業（仮称）」の実施。

地域発コンテンツを活用した訪日旅行促進
のための事業を実施。

地域資源を活用したコンテンツ製作を通じ、
観光客等の増加を実現できる人材の育成
を図り、各地の大学等と地域経済界が連携
し、地域振興を目的とした映像製作に関す
る取組を試行し、そのノウハウをカリキュラ
ムとして体系化。

10
地域発コンテン
ツ製作支援の強
化（短期）

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況③（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋） 【参考１－３】

コンテンツ版COEの形成促進

８

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

「グローバルCOEプログラム」の
継続実施に向けて必要な予算
を要求中。

「グローバルCOEプログラム」
の継続実施に努めるとともに、
各大学の取組を促進。

メディア芸術に関する情報拠点
機能（ポータルサイト）構築や、
文化施設、大学等の連携促進
事業等について具体的検討を
実施。

平成２３年度概算要求におい
て、事業を継続して実施するた
めに必要な予算を要求中。引
き続き、メディア芸術に関する
情報拠点機能（ポータルサイ
ト）構築や、文化施設、大学等
の連携促進事業等を推進す
る。

平成２２年度専門人材の基盤
的推進プログラムにおいて、専
門学校や大学と産業界等との
連携による、コンテンツ分野等
の人材育成に関する枠組みモ
デルの構築に向けた取組を実
施中。

産学コンソーシアムにより、教
育プログラムのモジュール化・
体系化を通じた学びやすい学
習システムの構築や、教育の
質保証の仕組みの整備等に向
けた先導的な取組を進め、クリ
エイティブ分野を含めた成長分
野等を担う中核的専門人材の
養成を戦略的に推進するため
の予算を5．2億円要求してい
る。

経済産業
省

今年度予算にて我が国の大
学、専門学校等の教育機関と
連携し、３DCGアニメーター等
の人材育成を行う拠点の整備
を行っているところ。

今年度事業を引き続き行うとと
もに、来年度における支援方
法について検討を行う予定。

総務省
「デジタルコンテンツ力創造事
業」として平成２３年度概算要求
に計上された（５億円）。

平成２３年度予算成立後、早
期の執行に着手できるよう具
体的内容を検討していく。

・メディア芸術に関する情報収集・発信や関連の文化施設、大学等の連携・協力
の拠点機能を果たす情報拠点・コンソーシアムを構築。

・「グローバルＣＯＥプログラム」等の大学におけるＣＯＥ形成支援等について、在
り方を検討した上で、実施。

コンテンツ版
COEの形成促進
（中期）

コンテンツに関する
人材育成（社会人
教育を含む。）に加
え、研究開発機能を
有し、中核的な役割
を果たす大学を支
援し、国内外のクリ
エーターやその志
望者が集まる拠点
(コンテンツ版
COE(Center Of
Excellence))の形成
を促進する。

文部科学
省

専門学校や大学と産
業界等との連携によ
る、コンテンツ分野等
の人材育成に関する
枠組みモデルの構
築。

我が国の大学を活用して、コンテンツを活用した新たなメディアの創出を促進する
ための3Dアニメ映像等の人材育成・技術開発連携体制の整備を実施。

次世代映像コンテンツ
製作技術の展開方策
について検討。

左記の検討結果に基づき、次世代映像コンテンツ製作技
術の大学等への展開支援。

専門学校や大学と
産業界等の連携に
よるプログラム開発
の拡大。

質の高い教育プログラムによるコン
テンツ分野等の高度・中堅人材の重
点的な養成及び専門学校や大学と
産業界等の連携による教育プログラ
ムの改善・更新。

12

工程表

2012年度 2013年度
担当府省

短期

2010年度

中期

2011年度

進捗状況

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組 概要

「知的財産推進計画２０１０」項目別進捗状況



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況④（11/8 配布資料のうちから人材育成分抜粋） 【参考１－４】

海外のクリエーターとのネットワーク構築,アニメ及び映像コンテンツの制作工程の高度化

９

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

文部科学
省

新進芸術家海外研修制度
において、平成22年度研修
員を派遣し、海外における
実践的な研修機会を提供す
るとともに、平成23年度派
遣生の募集を開始。

平成23年度概算要求におい
て、新進芸術家海外研修制度
を継続して実施するために必
要な予算を要求中。今後、平
成23年度派遣生の決定及び
派遣を行う予定。

経済産業
省

今年度の米国フィルムス
クール入学者を対象に留学
支援を実施。また、来年以
降の留学予定者を対象に
短期研修プログラムやセミ
ナー等を実施。

平成23年度も引き続き、予算
要求を行い、プロデューサー
育成を目的とした留学支援事
業を行う予定。

総務省

日本青少年訪中代表団（コ
ンテンツ分団）の海外派遣
を行った。また、国際共同製
作を通じた人材育成に向け
た新規予算が平成２３年度
概算要求に計上された。

左記海外派遣による効果を検
証し、次年度以降の改善策を
検討するとともに、平成２３年
度予算成立後、早期の執行に
着手できるよう具体的内容を
検討していく。

経済産業
省

アニメ及び映像コンテンツ
制作会社間での制作工程
（パイプライン）について関
係業界の検討結果を踏ま
え、支援の在り方について
検討を行っているところ。

引き続き、検討を行う。

総務省

「デジタルコンテンツ力創造
事業」として平成２３年度概
算要求に計上された（５億
円）。

平成２３年度予算成立後、早
期の執行に着手できるよう具
体的内容を検討していく。

・アニメ及び映像コン
テンツ制作会社間で
の制作工程（パイプラ
イン）を連結し、管理
支援ツール・生産支
援ツール等を供給す
る「アジア域内でのＣ
Ｇアニメ共同制作のた
めのインフラ構築構想
を検討。
・熟練アニメ人材の指
導に基づく技能の標
準カリキュラム、ＣＧ・
３Ｄ等新たな制作技術
習得カリキュラム等の
作成及び普及。

３Ｄ、多視点映像符号
化技術等の次世代映
像コンテンツ製作環境
の整備方策について
検討。

左記の検討結果に
基づき、アジア域内
でのＣＧアニメ共同
制作のためのアニメ
及び映像コンテンツ
制作会社間での制
作工程（パイプライ
ン）を連結し、管理
支援ツール・生産支
援ツール等を供給
するインフラ構築構
想を民間のニーズを
踏まえ、検討・実
施。

左記の検討結果に
基づき、次世代映像
コンテンツ製作環境
の整備。

14

アニメ及び映像
コンテンツの制
作工程の高度化
(短期)

アニメ及び映像コンテンツの
制作工程の高度化(例えば
制作ノウハウの共有や3D
化)を通じた人材育成を図
る。

13

海外のクリエー
ターとのネット
ワーク構築
（短期）

世界に通用するクリエー
ターやプロデューサーを育
成するため、海外派遣を通
じた海外とのネットワーク構
築に対する人材育成支援策
を実施する。

新進芸術家海外研修制度において新進の
クリエーター、プロデューサー等の海外派
遣の実施。

・米国等最先端の映画・映像製作関連の教
育機関への留学を支援する事業の実施。
・アジア域内におけるプロデューサーの体
験の共有化のため、アジア共通のテキスト
となるカリキュラムをアジアの関係者との協
働により作成し、「アジア・コンテンツ・ビジ
ネスサミット（ACBS）」の場を活用し、域内
の主要教育機関での採用を促進。

海外クリエイターとの
人材交流を通じたコン
テンツ人材育成方策
を検討。

左記の検討結果に
基づき、海外クリエ
イターとの人材交流
を通じたコンテンツ
人材育成方策の実
施。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑤（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋） 【参考１－５】

アジアからのコンテンツ人材受入れの促進、デジタルコンテンツに関するワークショップの開催

１０

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

15

アジアからのコ
ンテンツ人材受
入れの促進（中
期）

アジアからのコンテンツ人材
受入れを促進するための環
境を整備する。

経済産業省

関係業界にヒアリングを行
い、高度な能力を有するア
ジア等の外国人材の受入
れにより、国内制作者が、
高度外国人材の有する制
作ノウハウによって、コンテ
ンツ製作能力を向上させる
可能性について検討を行っ
たところ。

引き続き、検討を行う。

年齢に応じた
高度ＩＣＴ人材
を年間約3000
人（各都道府
県60名程度）
養成。

小中高等学校段階の
子どもたちを対象に、
地域における高度ＩＣ
Ｔ人材を養成するため
の施策を検討。

左記の検討に基づ
き、産学連携による
カリキュラム開発。

小中高等学校段階の子どもたちを対象に、地域にお
ける高度ＩＣＴ人材を養成するために、下記のような
施策を実施。
（産業界、大学等と連携し、デジタルネイティブ世代
である小中高等学校段階の子どもたちを対象に、集
中的（例えば合宿形式）かつ継続的（例えば1人につ
き原則３年間以上）に、地域における高度ＩＣＴ人材を
育成する事業を実施し、子どもたちにデジタル作品
の設計・制作、プログラミング技術等の習得を支援
（「デジタルネイティブ登龍門」）。また、国内外の先進
企業や研究機関における視察の機会も提供。）

高度な能力を有する
アジア等の外国人材
の受入れにより、国内
制作者が、高度外国
人材の有する制作ノ
ウハウによって、コン
テンツ製作能力を向
上させる可能性につ
いて検討。

年齢に応じた高度ＩＣＴ人材を年間約
1500人（各都道府県30名程度）養
成。

文部科学省

左記の検討結果
に基づき、アジア
等の外国人材の
受入れを促進す
るための環境を
整備。

16

デジタルコンテン
ツに関するワー
クショップの開催
（短期・中期）

ワークショップへの支援を通
じ、小中学生の段階からデ
ジタルコンテンツ制作教育を
推進する。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

平成23年度概算要求にお
いて、「デジタルネイティブ
登龍門推進事業」として、大
学を中心とした産学連携に
より協議会を設置するととも
に、講座で活用するカリキュ
ラム及び教材等の開発を行
うための所要の経費を要望
中。

初等中等教育段階の子どもた
ちを対象に、プログラミングや
デジタルコンテンツの制作等
について、集中的かつ継続的
な講座を行う。



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑥（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋） 【参考１－６】

１１

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

17

一流クリエー
ターの学校訪問
による創造活動
の充実（短期）

一流のクリエーターによる学
校訪問や、児童生徒のコ
ミュニケーション能力を高め
る教育活動を通じ、学校教
育において創造活動の機会
や知財教育を充実する。

文部科学省

「子どものための優れた舞
台芸術体験事業」により、希
望のあった小中学校等に芸
術家等を派遣し、講話や実
技披露、実技指導を実施す
ることにより、学校教育にお
ける創造活動の機会を充
実。

平成２３年度概算要求におい
て、「次代を担う子どもの文化
芸術体験事業」について、「元
気な日本復活特別枠」として
要望中。引き続き、学校教育
における創造活動の機会の充
実に取り組む（53億円）。

経済産業
省

今年度事業において、短編
映像製作支援を実施してい
るところ。

左記の事業の対象クリエー
ター等に対して、コ・フェスタ等
通じて、国内外に発表の場を
設ける予定。

文部科学
省

映画製作に関するワーク
ショップ等を実施し、育成対
象とする若手映画作家を選
考するとともに、短編映画
製作のための準備を実施。

平成２３年度概算要求におい
て、継続して実施するために
必要な予算を要求中。引き続
き、短編映画製作を通じ、優
れた若手映画作家の育成に
取り組む。

コ・フェスタの海外展開などと連携
し、海外における作品発表の場の提
供や海外クリエーターとの交流を促
進するための施策を立案・実施し、
海外にまで活躍の場の拡大を促進。

国内映画祭への支援を実施するとともに、
短編映画作品支援による若手映画作家の
育成を推進。

18
発表の機会の確
保
(短期)

ショートフィルムの制作や映
画祭への支援により、発表
の機会を確保するとともに、
若手クリエーターを発掘す
る。

ＪＡＰＡＮ国際コンテンツフェスティバル（コ・
フェスタ）において、国内外のトップ・クリエ
イター等による次世代の若手クリエーター
の発掘と同クリエーターの制作・発表が行
える場を創設。

子どものための優れ
た舞台芸術体験事業
等によって、小中学校
等に講師を派遣して
実施する計画的・継
続的なワークショップ
等を実施するととも
に、学校教育における
創造活動の機会の充
実やコミュニケーショ
ン教育活動の推進に
ついて検討。

左記の検討に基づ
き、必要な方策を実
施。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況

一流クリエーターの学校訪問による創造活動の充実、発表の機会の確保



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑦（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋） 【参考１－７】

発表の機会の確保、二次創作の権利処理ルールの明確化

１２

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

文部科学
省

文化審議会著作権分科会
法制問題小委員会契約・利
用ワーキングチームにおい
て、日本及び諸外国におけ
るネット上の複数者の創作
によるコンテンツの状況に
ついて報告が行われた。

１２月に開催される文化審議
会著作権分科会法制問題小
委員会に審議経過を報告し、
2011年1月の文化審議会著作
権分科会において同小委員
会からの報告が行われる予
定。
その後は、立法措置による対
応の可能性と契約による対応
の可能性を検討し、報告書を
とりまとめる予定。

経済産業
省

複雑化するデジタルコンテ
ンツ市場に即したビジネス
モデルの構築に必要な環境
を整備するため、実証実験
の提案公募を実施。

引き続き、民間の動きを注視
しつつ、支援方法を検討。

総務省

２２年４月にサイバー特区
の実施テーマの公募を行
い、２２年１０月に映像コン
テンツの共同創作・２次創
作に関する調査研究を含む
合計１９件を実施テーマとし
て採択した。

映像コンテンツの共同製作・２
次創作に関する調査研究を実
施し、映像コンテンツの共同創
作・２次創作の権利処理と収
益分配等のルールについて検
討。

20

ネット上のコンテ
ンツの部分的引
用やネット放送
のルール形成
(短期)

インターネット上におけるコ
ンテンツの部分的引用や
ネット上の放送における利
用を始めとして、今後のビジ
ネス展開の円滑化が図られ
るよう、国際的動向も踏まえ
ながら民間における関係者
間のルール形成が促進され
るよう支援する。

文部科学
省

配信事業者と音楽著作権
管理事業者の契約締結が
行われるなど、民間におけ
る関係者間のルール形成
が進んでいるところ。

引き続き、民間における関係
者間のルール形成が促進さ
れるよう、必要に応じた支援を
行う。

左記の検討に基づき、共同製作・２
次創作したコンテンツの権利処理
ルール、収益分配のモデル約款を策
定。

インターネット上にお
けるコンテンツの部分
的引用やネット上の放
送等に関し、民間にお
ける関係者間のルー
ル形成が促進される
よう、その必要性も含
めて施策を検討。

左記の検討に基づ
き、必要に応じて支
援のための施策を
実施。

19
二次創作の権利
処理ルールの明
確化(中期)

二次創作(パロディ含む)や
ネット上の共同創作の権利
処理ルールを明確化する。

ネット上で複数者によ
り創作されるコンテン
ツの権利処理ルール
の明確化について
は、立法措置による
対応の可能性と契約
による対応の可能性
を検討し、文化審議会
著作権分科会におい
て、2010年度中に報
告書をとりまとめ。

左記の報告書の内容等に基づき、必要な措置を実施。

コンテンツ流通に係る権利処理に関して、
デジタルコンテンツの権利者やコンテンツホ
ルダー自らが許諾、利用制御、価格設定を
行う「多元型権利処理システム」の在り方に
ついて、契約・取引コストの低減という視点
から検討し、システムの基本設計及び実証
事業を実施。

左記の取組等を通じて、二次創作の
権利処理事例などを収集し、これに
関するルールを明確化。

映像コンテンツの共同製作・２次創作の権
利処理と収益分配等のルールの検討（サイ
バー特区等）を行い、ルールのあり方につ
いて具体的な結論を提示。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況



知的財産推進計画２０１０の項目別進捗状況⑧（11/8 配布資料のうちから人材育成部分抜粋） 【参考１－８】

コンテンツのアーカイブ化及びそのデジタル化・ネットワーク化の推進、NHKの放送番組資産の戦略的活用、

 
民間放送局による放送番組の保存促進

１３

長期

2014～2019年度
2010年11月までの
具体的な取組状況

今後の具体的な取組予定

21

コンテンツの
アーカイブ化及
びそのデジタル
化・ネットワーク
化の推進（短期・
中期）

我が国コンテンツを国の文
化資産と捉え、映像のアー
カイブ化や、日本のポップカ
ルチャーに関する様々な
アーカイブのデジタル化・
ネットワーク化への支援を
通じ、創造基盤のための
アーカイブを整備する。

文部科学省

・メディア芸
術情報拠点・
コンソーシア
ム構築事業
の実施。（連
携事業等５
件）
・メディア芸
術デジタル
アーカイブ事
業、東京国
立近代美術
館フィルムセ
ンターにおけ
るアーカイブ
事業の実
施。

・メディア芸術に関する情報
拠点機能（ポータルサイト）
構築や、文化施設、大学等
の連携促進事業等につい
て具体的検討を実施。

・メディア芸術作品の作品情
報・所在情報等に関する
データベースシステム（一部
デジタルデータを含む）の整
備等について具体的検討を
実施。

・平成２３年度概算要求におい
て、「メディア芸術情報拠点・コ
ンソーシアム構築事業」を継
続して実施するために必要な
予算を要求中。引き続き、メ
ディア芸術に関する情報拠点
機能（ポータルサイト）構築
や、文化施設、大学等の連携
促進事業等を推進する。

・平成２３年度概算要求につ
いて、「メディア芸術デジタル
アーカイブ事業」を継続して実
施するために必要な予算を要
求中。引き続き、メディア芸術
作品の作品情報・所在情報等
に関するデータベースシステ
ム（一部デジタルデータを含
む）の整備等を推進する。

22

ＮＨＫの放送番
組資産の戦略的
活用
（短期・中期）

ＮＨＫが制作した映像や音
声のコンテンツの蓄積を国
民の貴重な財産ととらえ、そ
のコンテンツの戦略的な活
用を促進する。

総務省
ＮＨＫオンデマンドサービス
の収支状況等について、分
析を実施中。

左記分析も踏まえ、ＮＨＫにお
ける放送番組資産の活用状
況について継続的に分析・評
価を実施。

23

民間放送局によ
る放送番組の保
存促進
（短期・中期）

民間放送局のコンテンツに
ついても、民間主体によるコ
ンテンツの蓄積が促進され
るよう支援する。

総務省

民間主体によるコンテンツ
の蓄積の促進に向けた仕
組みのあり方や当該コンテ
ンツの効率的かつ効果的な
利活用を促進するための技
術的方策等について検討を
実施する予定。

左記調査研究の結果に基づ
き、具体的な方策について検
討。

ＮＨＫのアーカイブ業
務等の放送番組資産
が有効活用されるた
めの取組状況につい
て分析・評価。

左記の分析・評価等を踏まえ、NHK
の放送番組資産がより活用されるよ
う、NHKとしての取組を促す。

放送局における番組
のデジタル保存が促
進されるよう、その支
援策について検討。

左記の検討に基づき、必要な支援を実施。

・メディア芸術情報拠点・コンソーシアム構築事業の充実。
・メディア芸術デジタルアーカイブ事業、東京国立近代美術館フィル
ムセンターにおけるアーカイブ事業の継続的な実施。

概要 担当府省
短期

Ⅱ．コンテンツ強化を核とした成長戦略の推進

具体的な取組

 工程表

2012年度 2013年度2010年度

中期

2011年度

進捗状況
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